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(1)付 加価値会計 の利用 目的
前節 にお いては,付 加価値 関連経 営指標 が収益性 を も志向 しうることが明 らかに された。 しか し
それだけでは,付 加価 値経 営理 念 と付加 価値 会計 との結 びつ きにた い して疑 問 を提 出 した ことには
な らない。それは,付 加価値会 計が収益性追 求 を志向す る可能 陸を示 しただけであ り,そ れが付加
価値経 営理念 を志 向 して いない とい うことを明 らかに してい るわけではないか らであ る。
そこで本節においては,付 加価 値会計にたい して現実に 与えられてい る利用 口的 を取 り上 げ,そ
こにおけ る付加価値 関連経 営指標 の利用状況 をみて い くことにす る。 第2節 でみたよ うに,付 加価
値会計が主張 され るときには,付 加価値経 営理念 が企業経営 を導 いてい るとされている。 したが っ
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て,付 加価値会計の利用 日的 として提示 され る ものは,付 加価値経 営理念 を実現 するた めに必 要で
あ り有効 な もの と考 え られ る。 また 当然 の ことなが ら,付 加価値経営理念 を実現す るた めには,そ
こにおいて付加価値関連経営指標が中心的な指標として利用されていると思われる。 もし付加価1直
会 計の利用 口的 と して提示 され る もののなかで付加価値 関連経 営指標 があ ま り利用 されて いないな
らば,そ うした利用 目的は,現 実に は,付 加価値経営理念 を志 向 してい るとは いえないであ ろ う。
それ ら利用 目的 におけ る付 加価値経営理念 の支配性 について,疑 問 をもつ ことが できるの であ る。
そ して,付 加価値経 営理念が現実 にあ ま り志 向 されていないな らば,付 加価 値会計 それ 自体 につい
て も,付 加価値経 営理念 を実現す るためではな く,そ れ以外 のFl的を遂行 す るた めに利 用 されてい
ると解釈 す ること もできるであろ う。 なお,前 節 でみた ように付加価値関連経 営指標 が付加価値経
営理念 と結 びつかない可 能性 もあるが,本 節 にお いては,付 加価値関連経営 指標 が利用 され るのは
付 加価値経営理念 を志向 して いるか らである とい うことを議論 の出発点 にす る。
付加 価値 会計が現 実に どの よ うな利 ∫損ゴ的 を与 え られているかにつ いては,二 つの調 査研究 を利
用 す ることがで きる。その一一iつは,関 西生産性本部 ・付加liili値経営実態調査 委員会(以 下にお いて
く　エ
は実態調査委員会 と略称 す る)が 昭和55年10月 に実施 した ものであ る。他 の一つは,中 原章吉教
授 に よって,昭 和47年 と昭和50年 に実施 された ものであ る。
付加 価値 関連経営 指標 の利用 目的 につ いて の実態調査委員会 の調査結果は,第2表 の通 りで あっ
の
た 。
第2表 付 加 価 値 経 営 指 標 の 利 用 目'的竃
ミ く 一・～ 一・一一一一...～ 分 類
＼
＼ ㌧ 、一重一 一一＼＼＼現状・今後
項 目 ＼ 凶 現 状
貴社の産業部門や
① 業界における力を
知るため
② 襲 撃 を締 す
③ 繋 難 の願 を
④ そ の 他
Ib
42.37%
66.67
41..81
3.39
今 後 馨 装
35.90%
69.23
35.90
5.13
40.74%
59.88
33.95
2.47
Dc
現・状 今 後
31.91%32.14%
76.6064.29
40,4325.00
00
現 状
今 後
30.23%
67.44
32.56
0
現 状
40.18%
68.75
41.52
2.68
合 計
現 状今 後
今 後
34.33%
67.17
31.34
2.99
38.54%
61.46
33.66
1.95
重鰹/賂 鮒i・IS24)・1・:・51・37・・41・48・941・2・・431・3・・23i・53・・31・35.821・35.・・
回 答 会 社 』[・1『fo・ 『1『…}・q・i…1 .… い ・・1・・…1…
回 答 会 社96.2067.2488.0487.0460.8779.6394.1264.4286.13
無 記 入3.8032.7611.9612.9639.1320.375.8835.5813.87
合 計i… い ・・1….[…1…1…1… い ・・1…
注a.関 西生産性本部 ・付加価値経営実態調査委員会 『わが国企業の付加価値経営一 現状と今後の方向一'』
付7ペ ージより。 なおこの表は,「付加価値を経誉指標 として利用する場合は,次 のどれを目的としてい
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ますか。」 とい う質問にたいする回答 を集計 した ものである。
b。1グ ルー プは採取 ・製造業部門 を意味 してお り,回 答会社数は現状 が177社,今 後 が39社,現 状 ・今
後が162社であ った。
c.Dグ ループは非製造 業(サ ー ビス業)部11iJを意味 してお り,回 答会社数は現状が47社,今 後が28社,
現状 ・今後が43社であ った。
この調査結 果についての分折 を,同 委員会はつ ぎのよ うに要約 してい る。 「① 付 加価値指標 を企
業内部で利用 す る場 合には,r経営業績 の評価 目的』 が最 も多い。 ② したが って,er成果配分 の原
ゆ
資』 と しての利 用 につ いて のウエー トは,や や低 い。」 と。 また 「その他」 の 目的 と しては,「経営
計画の策定」,「経 営効 率化の基 準」,「収益 力の強化」,「人件 費の妥 当性 」,「製造部門 の促進 」な ど
(4)
があげ られて いるとい う。
中原章吉教授 の調査結 果は第3表 の ように示 され る。
第3表 付 加 価 値 会 計 の 目 的… 団t't「 函1
岬 査「 …冒浦 和・蝋 査
経 営 管 理
{
従業員管理
そ の 他
成 果 配 分
そ の 両 方
266村:(73%)
134ネヒ(36%)
234社(64%)
23社(6%)
75社(21%)
318ネヒ(70%)
184ネヒ(41%)
267社(59%)
58社(14%)
75社(16%)
注.中 原章吉著 『企業付加価値会計論』 中央経 済社,昭 和54年,ユ45～146ペー ジと中原章吉稿 「わが国企 業
と付加価値情報」,青木脩 ・小川洌 ・山上達 人編 『企業付 加価値会計 』イー f斐閣,昭 和56年,266ペー ジとか
ら作成。
この調査結果か ら中原教授は,「企業 の付加価値会計 の目的は,経 営管理,と くに従業員管理 を
　
中心 とす る管理 目的 と成 果配分 日的」 であ るとしてい る。 また経 営管 理 目的 の うちの 「その他」 と
(G)
しては,業 績測定,経 営分折,利 益管理 の経営計 画策定があげ られてお り,30%以 上 の会社 が経
くの
営計画に反映 しているとい う。
これ ら二つ の調査研究か ら,付 加価値会計 の重要 な 口的 と して,「業績評価」,「成 果配分」,「経
営計画」 を取 り上 げるこ とができ るだろ う。 そこで以下 においては,こ の三つ の 口的 におけ る利用
実態 と総合的 な利用実態 と を取 り上 げ,付 加価値経 営理念 と付加価値 会計 との結びつ きにつ いて検
討 してい くこ とにす る。
(2)業績評価における利用実態から
第1番 目の口的として業績評価を取 り上げてみよう。実態調査委員会による調査結果の 「経営業
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第4表 付 加 価 値 の 概 念
1繍 ・・欄 査1昭 和47年調査
利 益 の 一 種236社(63%)278社(62%)
社会的生産の貢献度107社(29%)158社(35%)
そ の 両 方29社(8%)15社(3%)
注・中原章吉著 『企業付加価値会計論』147ペー ジと中原章吉稿 「わが国企業 と付加価値情報』266ペー ジと
か ら作成。
績 を評価 するた め」 とい う目的 は,付 加価値経 営理念 の立場 か らす ると,「企業が社会的 な富 の生
産 と分配 にた い して どれだけの貢 献 を したか とい う観 点か ら経 営業績 を評価 するた め」 とい うよう
に解釈 する ことが可能 であろ う。 と ころが,中 原 章吉教授 に よる付 加価値 の概念 にっL・kての第4表
の ような調査結果 をみ ると,そ うした解釈 をす ることは不 可能 であ るよ うに思われ る。 多 くのばあ
い付加価値 は利益 の一種 と して把 握 されてい るのであ り,そ の ことか ら考 えるな らば,「 経営業績
を評価す るため」 とい う目的 も,企 業 が収益性 を追 求す る うえで の経 営業績 の評価が 中心 であ ると
理解 す ることのほ うが適 当であろ う。勿論 ときには社会的意味づけ を与 え られた一・種 の利益 と して
付加 価値が理解 され ること もあるが,「利 益 の一種」 と 「社 会的生産 への貢献度」 が対 比的 に示 さ
れて いるので,こ の調査結果 にそ うした解釈 が入 り込 む余地 はない と考 えられ る。 この よ うに業績
評 価 とい う位 加価値会計 の 目的 か ら考 えると,付 加価値経営理念 よ りも収益性 を追 求す るために付
加 価値会計が利 用 され てい ると解釈 され るのであ る。
(3)成 果配 分におけ る利用実態 か ら
第2番 目に,成 果配分 とい う付加 価値会計 の 目的 について考 えてみ よ う。 第5表 は,成 果配分 の
目的 それ 自体 につ いて実態調査 委員会 の調査結果 を示 した ものであ る。
付 加価値経 営理念 の立場 か らす る と,企 業 を経 営共同体 的に把握 す る結 果 と して,適 正 な成果配
分 が行われなければな らない。 そこで,通 常 の人件 費支払 いで不 充分 なばあ いには,特 別 の成 果配
分 が行われ るべ きであろ う。 ところが,付 加価値経 営理念 と関係 を もっている'と考 え られる 「分配
ルー ルの明確 化」,「分配 の適正化」,「経 営参加 意識 の昂揚」 は,低 い重要性 しか与 え られていない。
これに反 して,「労使協調 ・労使 関係 の安定」,「労働意欲 の向上」,「生産性 の向上」 とい うよ うな
労務管 理的,収 益性追求的 な 目的 が上位 に位置 してい る。 しか も離者 と後者 との問 には,明 らかに
大 きな差が存在 してい るのであ る。 したが って,成 果配分 の現実 の 口的 をみてみ るな らば,成 果配
分 は付 加価値経営理念 よ りも収益性 を志向 して いる といえであろ う。
第6表 は,成 果配分 の基 準についての実態調査委員会 の調査結果 を示 した ものであ る。
一 一一付抽価値経営理念 と付加価値会計(2)一一 ・t35
策5表 成 果 配 分 の 目 的a
=・重く; .分 類
㌔ 一＼ 現 状 ・今後
項 目 ＼ ＼ 、＼
、、
① 労使協調 ・労使関係の安定
② 労働意欲の向上
③ 生産性の向上
④ 分配ルールの明確化
⑤ 分配の適正化
⑥ 経営参加意識の昂揚
⑦ 責任観念の明確化
⑧ そ の 他
現 状
Ib
79.23%
70.53
47.34
3.86
18.36
14.01
7.73
0.97
今 後
74.88%
67.34
52.76
10.55
26。63
26.13
12.56
1.01
現 状
DC
56.92%
78.46
53.85
10.77
20.00
15.38
4.62
1.54
今 後
55.07%
68.12
53.62
11.59
17.39
28.99
5.80
1.45
合 計
現 状
73.90%
72.43
48.90
5.51
18.75
14.34
6.99
1.10
今 後
69.78%
67.54
52.99
10.82
24.25
26.87
10.82
1.12
.重騨/回 答会社124…2[27・ ・96瞬54..1-lr・ ・…1264・・S画 唇
会 社t・ ・6Ti砿1…1一 ヨ反「「 … 「[δ'一
回 答 会 社85.5482.23'65.・ ・69.・ ・179.・37&36
　 劉 訓劉 聯 劉 副 劉筆
法a.関 西生産性 本部 ・付加価値経営実態調査委員会 『わが国企業の付加価値経営一 現状 と今後 の方向一 』
付11ペー ジよ り。 なお この表は,「従業員への成果配分 を行 う場合の主な 目的は,次 の どれですか。」 と
い う質問にたいす る回答 を集計 した ものであ る。
b.1グ ルー プ(採 取 ・製造業部門)の 回答会社数は,現 状が207社,今後 が199社であ った。
c。Dグ ループ(非 製造業 ・サー ビス業部門)の 回答会社数は,現 状が65社,今 後 が69社であ った。
第6表 成 果 配 分 の 基 準a
証 ギ ー._～ 一.分 類
＼
＼ ＼ 現 状 ・今 後
項 目 ＼ ＼ 、、
＼ ＼ .＼ 、
① 付 加 価 値
② 利 益
③ 売 上 高
④ 生 産 高
⑤ 生 産 数 量
⑥ そ の 他
Ib
鶉嘱
34.15%
87.80
23.90
6.34
4.89
4.89
57.79%
81.91
18.09
5.03
1.51
4.02
De 「 合 計
現 状 今 後
33.33%42.26%
84.8581.69
22.7318.31
01.41
1.521.41
7.587.04
現 状
33.95%
87.08
23.62
4.80
4.06
5.54
今 後
53.70%
81.85
18.15
4.07
1.48
4.81
一一』7簾 薗
答/歳額 「下 石・ 「i68・・4下露α6[・5ゑ1f「繭 ・1・6藷 一
回 答 .今.憩 璽.L…1…1…li66Mnv1…
回 答 会 社84.7132.2366.0071.0079.2478.95
無 記 入15.2917.7734.0029.0020.7621.05
合 計1…i…1…1…1…1…
注a.関 西生産性本部 ・付 加価値経営実態調 査委員会 『わが 国企業の付加価値経 営一 一現状 と今後の方向一 』
付9ペ ー ジより。なおこの表は,「従業員への成果配分にあた っては,主に次の どれ を基 準と してい ますか。」
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という質問にたいする回答を集計した ものである。
b.1グ ループ(採取 ・製造業部門)の 回答会社数は,現状が205社,今後が199社であった。
c.Dグ ループ(非製造業 ・サービス業部門)の 回答会社数は,現状が66社,今後が71社であった。.
付加価値経営理念 の立場 か らす ると,適 正 な成果配分 は付加 価値 に基づ いて行 われ ることになる。
!と ころヵ1この調査結果 をみ ると,利 益 を成果配分 の基準 と して いる会社が圧倒的 に多いのであ り,
付 加価値,売 上高 がそれに続 いてい る。 そ して,確 かに,実 態 調査 委員会の指摘す るよ うに,「と
くに 『付加価値』 をr今 後』 に基 準 と して採用 しよ うとす る傾向 が顕著 に出て いる点は,注 口に値
⑧
する。」 と思われ る。 しか しなが ら,少 な くとも現状 では,付 加価値 の利川度 は重複 回答 を許 した
うえで全体の3・%を 多耀 える搬 であるカ・ら現 実の成果配分を賜 附 加価値麟 びつけて
しまうことは危険 であろ う。 この よ うに,成 果配 分の基準 とい う点か ら考 えて みて も,現 実 の成 果
配分 均ミ必ず付加価 値経営理念 を志向 してい るとは いえないので ある。
ま左実態調査季員会 は,.成果配分 の参考項Flについて も調 査 して いる。 その調査結 果は第7表 の
よ うに 示 され て い る。
.第7表 成 果 配 分 の 参 考 項 目:L
一一～..、._、 、....分 類
＼ ＼
＼_現 状 ・今 後
項 目 一'＼ ＼ 、
＼ ＼
、、
① 付加価値生産性
② 労 働 分 配 率'
③ 予 想 収 益.
④ 物 価 指 数
⑤ 賃 金 相 場
⑥ 物 的 生'産 性
⑦'そ の.他
1.blD・
._,._...___』..L_,幽.__』.一___一__.
現 状
31.40%
35.75
71.01
50.72
83.58
10。63
2.42
今 後:
55.05%
48.48
65.66
45.45
72.22
9.09
2.02
現 状
21.13%
42.25
67.61
43.66
83.10
0
2.82
今.後.
46.38%
47.き3
60.87
37.68
71.01
0
2.90
合 計
塊 状
28.78%
37.41
70.14
48.92
83.45
7,91
2.52
今 後
52.81%
48.31
64.42
43.45
71.91
6.74
2.25
ロ
81.8271.0069.0081.2978.071
無 記 入. .・4・4618・18129・003LOO18・71 .21・931"一 一 一 』 一nv冒 一 『t1'N一 一'"'ur一 一tm'』fi一 一tt一 『一'm-rttm一'n-rrT'一 一一一 一t'一 一neml
注 ・・ 関醗 産 性本部 ・付加 亜漁 経常実態 調査委員会rわ が19企業の付 加価値鮒 一 現状 と今後のプ荊 一一一.9
付10ペー・ジよ り。なお この表は,「従業.員への成果配分にあた っては,次 の どの項 目を参考に してい ます
重複 回答/回 答 会社12S・ …i297.981・6・ …61266…1・ ・9・41・ ・9・91L
回 答 会 社 ・1…1…1…1・ …t…1…
回 答 会 社 ・5・541i
・合 ・ 計1…1…t…t…1…1…t
か。」 とい う質問にたいする回答 を集計 した ものである。
b..1グ ルー プ(採 取 ・製造業部門)の 回答会社数は,現 状が71社,今 後 が69社であ った。
c・Dグ ルー プ(非 製造業 ・サー ビス業部門)の 回答会社数は,現 状 が71社,今 後 が69社であ った。
こφ調査結 果 をみ ると・実態 調査 委員会の い う声 うに・「各 グル ー プとも・『現状』・r今後』 にお
いて・r賃金相場』 を参 考 とす る追随型,ま た 自企業 のr収 益性』 への依存型,r物価指数』スライ ド
・一 付加価値経営 理念 と付加価値会計(2>一37
くの
型をとる企業が圧倒的 に多い。」 のであ る。 これに反 して,労 働分配 率,付 加価値生産性,物 的生
産性な どの付加価値 関連経 営指標 は,そ れ らに」;ヒベれば,あ まり参 考 にされて いない といえ る。上
　
位三 つの指標 が付加価値 に関連 していないで,下 位 三つ の指標 が付加 価値 に関連 してい るのであ る。
したが って,こ の調査結 果 によ って も,成 果配分は付 加価値 と必 ず しも結 びついてい るわ けでは な
いのであ る。 こめ ことは,勿 論,成 果配分 が必 ず しも付加価 値経 営理 念 を志 向 してい るわ けではな
いとい うことを意味 してい るの であ る。'
ここにみ られ るよ うに,成 果配分 とい う付加価値会計 の 目的 につ いて も,そ れが,必 ず しも,付
加価値経 営理念 を志向 してい るどは考 え られ ないのであ る。 それよ りも収益性 の追求 を志 向する こ
とに重点があ ると思わ れるのであ る。 この ことは,成 果配 分の 目的 それ 自体 か らも':理解 され る。 し
か もその うえに,現 実 の成果配分 において利 用 されてい る基 準,参 考 にされセい る項 目をみてみ る
な らば,付 加 価値 したが6て 付加価値経 営理念 とは関係 のな い指標 が重要視 されて いるので,そ の
ように考 えることが でき るのであ る。 中原章吉教授 も,自 らの調査結果 に基 づ いて,成 果配分 目的
とい って も労組 との賃金交渉,優 秀 な労 働 力の確保 と定着,賃 金 ゐ抑制,能 率増進の促進剤 として
棚 されて幅 として就 付力1繍醗 営理念嫉 現するための具体的Hcr.]として附 加価有直会計
の成 果配分 とい う目的 を現解 す ることは,困 難 であ るよ うに思 われ るのであ る。
(4)経 営計画 におけ る利用実態 か ら
第3番 目の付加価値会計 の 目的 と して経営 計画 を取 り上 げ検討 してみ よ う。実態調査委 員会 は,
付加価値 が利用 されて いる経営計 画の種 類 について調査 し,そ の結果 を第8表 のよ うに示 してい る。
第8表 付加価値が利用されている経営計画の種類a
浸 こ 一一…一一..一…～ 分 類1・D・ 合 計
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 じ 　 ロ 　 　 ロ 　 　 ア コ 　 　 じ 　 ロ＼＼ 現 状 ・
現 状 現 状 今 後 馨 獲＼ ＼合後
項 目 ＼＼
① 利 益 計 画
② 人 件 費 計 画
(成果配分計画)
③ 要 員 計 画
④'価 格 政 策
⑤ 設 備 投 資計画
⑥ そ の 他
69.88%
50。60
・39.16
9.64
16.87
3。61
今 後
72。50%
50.00
42.50
12.50
25。00
2.50
現 状
今 後
64.47%
46.71
35.53
'9
.21
13.82
3.95
現 状今 後 馨 装
66.'67%77.78%56.10%
55.5648.1546.34
31.11.37.0426.83
8.897.414.88
22.2218.5219,51
2.2202.44
し
69 19%'74.63%62.69%
51.6649.2546.63
37.4440.30'33.68
9.4810.458.29
8。0122.3915.03
3.321.493.63
重 襯 答/略 会 社1・89・761・・5…1・73・681・86・67t・88・89t・56…1・89・1・・1・98…1・69…
回 答 会 社1…1…1…1…1…1…t… い ・・t…
回 ・答 会 社 …2268・9682・ ・一33J・8…1・5.9388・6664・ ・28…9
無ii"g.入9・783i・0417・3916・6741・30i24・0711・343昏5818・911
合 訓 ・・[…i…i…t… 　・・[… い ・・1…
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注a.関 西生産性本部 ・付加価値経営実態調査委員会rわ が国企業の付加価値経 学尋一一 現状 と今後の方向一3
付12ペ ー ジより。 なお この表は,「付 加価値は経営計画に どのよ うに利用 されてい ますか 。」 とい う質問
にたいす る回答 を集計 した ものであ る。
b・1グ グルー プ(採 取 ・製造業部門)の 回答会社数は,現 状が166社,今 後が40社,現 状 ・今後 が152
社 であ った。
c・Dグ ルー プ(非 製造業 ・サー ビス業部門)の 回答会社数は,現 状が45社,今 後が27社,現 状 ・今後が
41社:であ った。
この調査結果 をみ ると,利 益計 画におけ る利用 が第1位 を占めてお り,7割 程度 の会社 で利益計
画に付 加価値 が利用 されてい る。 そ して人件費計画(成 果配分計 画),要 員計 画が それ に続 いてい
るの であ り,半 数近 くの会社 で付 加価値 が それ らに利用 されてい るのであ る。 ここで実態 調査委員
会 は,rr現状』 で,伝 統 的なr利 益計画』 にさえ付加価値 をビル トイ ンしてい ることは,付 加価値
ゆ
管理会計の定着を表わしてあまりある。」と'している。 しかし,付加価値経営理念を志向する付加
価値管理会計が経営計画において定着 しているとするならば,人件費計画や要員計画では利益計画
以上に付加価値の利用が普及 していなければならないと思われる。
人件費計画は従業員にたいする成果配分の計画であり,人件費計画すなわち 「付加価値を利用し
ゆ
た労働分配計画は,企 業における成果分配計画の中心を占めるものである。」という。 したがって
人件費計画は,付加価値経営理念の立場からすると重視されねばならない成果配分計画であるとい
ゆ
える。 また,「票員計 画は従業員 に対 す る成果分配計画の基礎 で もあ り」,目標 要員数 はつ ぎの よう
　ひ
に算定されるのである。
目標売上高(生産基準)×計画付加価値率 二計画付加価値
計画付加価値 ×計画労働分配率=計 画人件費
計画人件費 ÷1人 当り現在人件費=目 標要員数
計画付加価値 ÷計画(あ るいは標準)付加価値労働生産1≠1…(従業員1人 当り)=目標要員数
付加価値経営理念を実現するためには,人件費計画や要員計画において付加価値が積極的に利用さ
れなければならないのである。
にの
これに対 して,「利益計画は,資 本成果 を増大す るこ とを 目的 とする」の であ る。 そ して そのな
か で付加緬値 を利用 す るとい うことは,「従 業員な どへ の分配分 を積極的 に考慮 す ることに よって,
　 コ 　 り 　 　 コ コ の 　 　
従来の利益計画に欠けていた部分を補 うことになる(傍点……森)。」のである。
したがって,付加価値が人件費計画や要員計画以上に利益計画において利用されているというこ
とは,付加価値が,従来の資本利益率を中心とした利益計画にたいして有効に貢献したり,有益な
補完をなしうるからであると考えられる。もし付加価値経営理念を実現するために経営計画におい
て付加価値を利用することが定着しているのであるならば,利益計画において付加価値が利用され
ることは勿論であるが,人件費計画や要員計画においては,付加価値がこの調査結果以上に利用さ
一 付加価値経営理念と付加価値会計(2)一39
れてい るは ずであ る。 それが そ うでない とい うことは,経 営計画におけ る付 加価値 の利用 の重点が・
付加価値 経営理念 よ りも収益性追 求に置かれてい ると解釈す ることがで きるであろ う。
この よ うに考 えるな らば,人 件 費計画や要員計画 も,従 業員にたいす る適正な成 果配 分 をす るた
めの計画 とい う性格 と同時 に,あ るいはむ しろそれ 以上 に,収 益性 追求 を志向 して必要な従業員数
を管理 して人件費 を削減す るた めの計画 とい う性格 も強 く与 え られてい るよ うに思われ る。 そ こで,
実態調査委員会が要員計画の参考項 目につ いて調査 してい るので,さ らにそれ につい てみてみ よ う。
実態調査委員会の調 査結 果は,第9表 の よ うに示 されている。
第9表 要 員 計 画 の 参 考 項 目a
幽一
～_
一_・ 一・ 一 一 一....、 一.分 類
　 へ 　＼
＼＼.＼現状 ・今後
項 目-'、 ・t一.tttt一一
① 生 産 ・売 上 高
② 内 製 化 率
(または多淫依存率)
③ 付 加 価 値 率
④ 労 働 分 配 率
⑤1人 当り人件費
⑥ ベー スアップ率
⑥ そ の 他
Ib
現 状
85.51%
32.37
15.94
21.74
45。89
20.29
4.35
今 後
78.57%
28.57
35.20
32.14
41.84
19.90
4.59
現 状
DC
80.30%
3.03
19.70
25.76
48.48
18.18
9.09
今 後
69.70%
3.03
31.82
31.82
39.39
15.15
12,12
合 計
現 状
84.25%
25.27
16.85
22.71
46.52
19.78
5.50
今 後
76.34%
22.14
34.35
32.06
41.22
18.70
6.49
重複回答/回 答会ネtl226・gi24α821・ ・4・551・3・3122・・SSi23・・r・
回 答 会 社1…1…1…1…1…1…=
p亘1答 会 ネヒ85.5480.9966.0066.0079.8276.61
無 記 入14.4619.0134.0034.OO'20.1823.34
合 計i… ■ …1…1… い ・・1…
注a.関 西生産性本部 ・付加価値経営実態調査委員会 『わが国企業の付加価値経営一一現状 と今後の方向一 』
付13ペ ー ジより。 なお この表は,「要員計 画にあた っては,次 の どの項 目を参考に してい ますか 。」 とい
う質問にたいす る回答 を集計 した ものであ る。
b.1グ ループ(採 取 ・製造業部門)の 回答会社数は,現 状 が207社,今後 が196社であ った。
c.Dグ ループ(非 製 造業 ・サー ビス業部門)の 回答会社 数は,現 状が66社,今 後 も66社であ った・
この調 査 結果 に つ い て,実 態 調 査 委 員 会 は,「 す べ て の グ ルー プに お い て,ま ずr生 産 ・売 上 高 』
とい うア ウ ト ・プ ッ ト指 標 と雇 用 量 の経 営 意 思 決 定 が 直結 す る関 係 に あ る こ とか ら,同 指 標 の 高 率
　
第1位 とな るのは当然 であろ う。」 としてい る。 そ して また 「同時 に,要 員計画は,財 務面 を切 り
　ウ
離 して策定 す ることができず,『1人 当 り総額人件 費』 とのかねあいの問題 と もな る。」 とい う。確
かに,こ うした経営指標 は要員計 画において重視 されねばな らないであろ う。
　
しかしながら,そのことが,労働分配率や付加価値率の利用度が低い理由にはならない。重複回
答が許されているのであるから,付加価値会計の定着を主張するためには,労働分配率や付加価値
40・ 一一 経 営 論 集 一一'"一一
率の利用 ももっと高 くな くてはならないであろう。現実におけるそれらの利川度は低いといわざる
をえないし,付加価値経営理念を志向した付加価値:会計が定着 しているというには無理があると思
われる。要員計画においては,生産 ・売上高および1人 当り人件費という収益性追求と結びついて
いる経営指標が高い利用度を示していることから,要員計画は付加価値経営理念よりも収益性を一
層強 く志向していると解釈するほうが適当であろう。そしてそのことが,要員計画で利用される付
加価値会計の性格にたいしても影響を与えないわけにはいかないと思われるのである。
経営計画における付加価値会計の利用実態については,別の調査も利用することができる。日本
生産性本部生産性研究所 ・企業生産性専門委員会r生 産性研究の現代的課題 ・製造業における経営
　
指標の活用実態』の後半に掲載されている 「わが国製造業における経営指標(経 営情報)活 用の実
態」がそれである・ この実態調査は昭和51年1月から2月にかけて実施された。 そしてその調査
ゆ
結果 は企業経営 の17の活動領域 ごとに示 されてお り,そ の一"つの活動領域 が 「総 合経 営計画活動」
な のであ る。
回答企業 の三分 の一以上の企業の総合経 営計画活動 において利用 されてい る経 営指標 を上位 か ら
順 に示す と,第io表 の よ うにな る。
第10表 絵合経営計画活動において利用されている経営指標a
順 位'指 標 社 数
1.
2、
3.
〃
5.
6.
7.
8.
9.
〃
11.
〃
13.
〃
15.
Lp-1
付加価値分配率b
付加価値率=付 加価値/売 上高
労 働 装 備 率・
流動比率=流 動資産/流 動負債
固定比率=固 定資産/自 己資本
売 上 高 利益率{1
総資本利益率=利 子含み利益/総 資本e
直間比率=ス タッフ数/従 業員数
1人当り売上高率 .
負債資本比率=負 債/自 己資本
内部留保率=利 益積立金繰入額/自 己資本
売上高構成比f
総資本回転率=売 上高/総 資本9
研究開発費率=研 究開発費/総 費用虹
1人当り付加価値成長率=当 期1人 当り付加価値増(減)分/
前期1人 当り付加価値
58
55
48
〃
44
43
40
39
29
〃
28
〃
25
〃
23
注a・ 日本生産性本部生産性研究所 ・企業生産性専門委員会r生産性研究の現代的課題 ・製造業における経営
付加価値経営理念 と付加価値会計.② 一一一一41
.指標の活用実態』59～68ペー ジよ り作成。 また この実態調査の対 象は証券市場第1部,第2部 に属 する
製造工業の488社であ り,回 答会社 は68社 であ った。
b・3種 類の付加価値分配率 を総括 した ものであ り,その内訳 は労働分配率(=人 件費/付 加価値)が53社 ,
利潤分配率(=純 利益/付 加価値)が4社,資 本分配 率(=金 融収支 十 配 当 十 減価償却費/粗{Sj一加価
値)が1社 であ る。
c・5種 類 の労働装備率を総括 した ものであ り,そ の内訳 は 「有形固定資灌 一 土地 一 建仮/従 業員数」が
38社・ 「固定資産/従 業員数」が2社,「 有形同定資産/従 業員数」 が4社 ,「有形固定資産 一 建仮/従
業員数」が2社,「 機械 ・装置 ・工具/従 業員数」が2社 であ る。
d・6種 類の売上高利益率を総括 した ものであ り,そ の内訳は売上高粗利益率が2孝1二,売 上高総利益率が2
社・売上高営業利益率が12祉,、売上高経常利益率が8社,売 上高税 引前(or後)純 利益率が11社,売
上 高利 益(原 文通 り……森)が8社 であ る。
e・ 他 に3種 類 の総資本利益 率が示 されてお り,「営業利益/総 資本」が7礼 ,「経常利益又は純利益/総 資
本」 が12社,「経常利益 十 金融費用/取 得 ベース総資産 一 建仮」が1社 である。資本利益率 については
総括 されていな い。
f・5種 類の売 上高構成比 を総括 した ものであ り,その内訳は 「製品別売上高/売 上高」が3礼,「 最近企業
化製品/売 上高」 が22社,「特定製品売上高/売 上高」が1社,「 輸1」:}高/売上高」 が1社,「 海外導入IW,
売上高/売 上高」が1社 であ る。
g.別 の総 資本回転率 として 「売上高/取 得 ベー ス総資本 一建仮 」1社 が示 されている。資本 回転率につい
ては総括 されていない。
h,別 の研究開発費率 と して 「研究開発費/売 上高」5社 が示 されている。
企業生産性専門委 員会 が述 べて いるよ うに,「総合経営計 画活 動にお いて用 い られ る経営 指標 は,
企業 の基本的な多元的 目的 を具体的 に計数 化 して展開 された もの」であ る。 した が って,付 加価値
経営理念が実際 に強 く追求 されているな らば,と りわ け総合経営計 画活動 にお いては,付 加価値関
連経営指標が広 く利 用 され ていなければな らないであ ろ う。
第10表 をみると,第 一種付 加価値関連経 営搬標 の付加 価値分配 率,付 加価値率,1人 当 り付加
垂目1値成長率,第 二種付加価値関連経 営指標 の労働 装備 率,総 資本 回転 率な どが利 用 されてお り,し
か も上位二 つの経営 指標 が付加 価値関連経営指標 なのであ る。 この ことか ら,付 加価値関連経'削盲
探は総合 経常計 画活動 において重要視 されてい るとい って よいであ ろ う。企業生 産性 専門委 員会 も,
「総合経営計画にお いては多 くの企 業にお いて資本収益性 を頂点 とす る単純 な ピラ ミッ ド型 の 指 標
　
体系で は割 り切 れな い ものが残 るよ うにお もわれ る。」 と述 べ,付 加価仙関連経 営指標の重要性 を
示唆 してい るのであ る。
しか しなが ら,付 加 価値 関連経営指標 が重視 されて いるか らとい って,従 来の収益性 に関連す る
経営指標 が軽視 されてい るわけ ではな い。企業生産性 専門委員会 は,資 本収益性 を頂点 とす る ピラ
ミッ ド型 の体 系に包含 されない経 営指標が利 用 されて い ると指摘 してい るの であ って,従 来 の収益
性に代 わ って付加価値 関連経 営指標が重視 されている と主 張 してい るわけ ではな いのである。
この点 を明 らかにす るために,収 益性の代表指標 であ る資本利益率 の利用度 をみ てみ よ う。確か
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に,第10表 で示 されてい るよ うに,総 資本利 益率(=利 子含み利 益/総 資本)は40社 で利用 され
ており,順位としては第7位 である。しかし,企業盤産性専門委戸会は資本利益率を総括していな
いのである。そして同委員会の調査結果によれば,その他の資本利益率として総資本利益率(=営
業利益/総資本)が7祉,総 資本利益率(=経 常利益又は純利益/総 資本)が12社,総 資本利益
率(=経 常利益+金 融費用/取得ベース総資産 一建仮)が1礼 使用総資本利益率(=経 常利
益又は純利益/使用総資本)が3社,経 営資本利益率(=営 業利益/経営資本)が13社,自 己資
本利益率.(=経常利益又は純利益/自 己資本)が7社,払 込資本利益率(=純 利益/払込資本)
　
が9社,さ らには総 資本付加 価値率(=付 加価値/総 資本)が14社 で利用 されてい るとい う。 こ
の よ うに資本利 益率は,第10表 の総 資本利益 率40社以外 に,総 資本付加価値率 を除 いて も52社,
含 め ると66社で利用 されてい るのであ る。・回答会社が68祉 であ ることを考 え ると,資 本利益率は
きわめて高い利用度 を示 して いるといえ るのであ る。
また,資 本利 益率の分解 要素 である売上 高利益率 は,第10表 で示 されてい るよ うに,43社で利
川 されてい る。 さらに,も う一つの分解 要素 であ る資本 回転率 につ いては,第10表 で示 されてい
る総 資本回転 率(・=売上 高/総 資本)25社以外 に,総 資本回転率(=売 上高/取 得 ベー ス総資産
一 建仮)が1社 ,使 用総 資本 回転率(=売 上 高/使 用 総資本)が2社,経 営資本 回転率(=売 上
高/経 営資本)が19社,自 己資本 回転率(=売 上高/自 己資本)が2社,固 定 資産 回転率(=売
上高/固 定 資産)が8社,有 形 固定資産 回転 率(=売 上高/有 形 固定資産)が9社,流 動資産 回転
率(=売 上高/流 動 資産)が2社,棚 卸 資産 回転 率(又 は期間)(デ 売上高/棚 卸資産)が15社,
運転 資席 回転 率(=売 上高/運 転 資産)が1社,売 上高受取債 権比率(=受 取債権/売 上高)が
　
10社で利用 されて いる とい う。 資本 回転率 については,第10表 の25社以外 に,種 々の資本 回転率
が69社 で利用 されて いるの であ る。
この よ うに,収 益性 の代 表指標 であ る資本利 益率お よび分解要素 である売上高利益率 と資本回転
率は,き わめて高い利用度 を示 してい る。 したが って,現 実 の経営計 画にお いては,従 来 の収益性
追求が軽 視 されてい るわけではな いのであ り,き わ めて重祝 されている といえる。利用 されて いる
経営指標 か らみ るか ぎ り,経 営計画 とい う目的 にお いて は,収 益性 の追求 と付 加価値経営理念の追
求 とが並存 しているとい って よいであろ う。 まして付 加価値経営理念 が経営計画 を支配 していると
は いえな いであ り,け っして付 加価値経 営理念 だけ によ って企業経営 が導かれて いるわ けではない
の であ る。
(5)総 合的な利用実態から
企業経営において利用されている経営指標を,個々の利用目的についてではなく,総合的にみて
みよう。 日本生産性本部生産性研究所 ・企業生産性専門委員会は,企 業経営の17の活動領域にお
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いて利用 されてい る経 営指標 を,利 用度順 に第11表 のよ うに示 している。
第11表 経 営 指 標 の 総 合 的 な 利 用 実 態
指 標
1.売 上 高 利 益 率
2.付加 価 値分 配率
3・総 資 本 利 益 率
4・流 動 比 率
5・市 場 占 有 率
6・労 働 装 備 率
7・限 界 利 益 率
8・直 間 比 率
9.自 己 資 本 比 率
10.製品 ・商品回転率
11・設 備 稼 動 率
12.災害 発 生 度 数 率
13,資 材 回 転 率
14・人 件 費 率
15.イ才 力巨t画1{置 傘
16.売 上 高 伸 び 率
17.公害 防 除 投 資 率
18・賃 金 水 準
19・研 究 開 発 費 率
20・固 定 比 率
21.売上 計 画 達 成 率
活用度数
(活用延
社数)
171
122
105
105
104
93
93
88
86
81
76
75
73
70
70
66
64
61
61
61
60
領域数
5
5
3
2
5
6
4
3
2
2
6
3
3
3
4
4
3
1
2
2
5
活 用 領 域
領 域 別 活 用 度 数
総合経営
計画活動
43
58
40
48
46
48
14
39
22
2
11
55
15
21
5
44
3
その他の活動領域
財 務61人 的組織6
販売取引60生 産管理1
人的組織60製 造1
財 務2生 産管理1
財 務58販 売取引7
財 務57
広 告51研 究開発1
販売取引5生 産管理1
製 造29生 産管理2
人的組織8財 務2
設備管理4
販売取引39生 産管理2
財 務38
人的組織48財 務1
財 務64
財 務42物UtSL39
製 造56人 的組織1
設備管理11財 務1
生産管理5
環境安全63人 的組織6
生産管理6
資材管:理43生 産管理1製 造
20
人的組織58生 産管理1
人的組織10生 産管理2
財 務3
販売取引46財 務2
広 告3
対地域社会34環 境安全g
人的組織61
研究開発56
財 務17
販売取引50生 産管:理2
広 告4財 務1
注.日 木生産性本部生産性研究所 ・企業生産性専門委員会 『企業における生産性分析の方法』日本生産性本
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部生産性研究所,昭和52年,73～74ペー ジより。
第11表 をみ ると,上 位21個 の経営指標 のなか に,第 一種付加価値 関連経営 指標 の付加価 値分配
　
率,付加価値率,第二種付加価値関連経営指標の労働装備率,第 三種付加価値関連経営指標の限界
利益率がある。21個の経営指標のうち,付 加価値関連経営指標が五分の一弱,他 の経営指標が五
分の四強を占めているのである。
企業生産性専門委員会は,実 態調査の結果を踏まえて,つ ぎのように述べている。「現実の企業
において,いわめる生産性指標,あ るいは付加価値の関係指標が十分活用されているとはとてもい
えそ うにない。付加価値関係指標 について も,せ いぜい付加価値 率 と労働分配 率の指標 が多少普及
して いるとい った程度 である。 また,た とえこれ らの指標 の計算が行なわれ ていて も,こ れ を企業
活 動の管理 に積極的 に活用 してい る企 業数 は実 に少 な い。 また付 加価値 をかな り積極的 に活用 して
い る多 くのケー スで も,そ れは広 くい って労使 関係 の管 理 に用 い られていて,付 加価値論 で一般 に
　
論 じられている ようない っそ う広 い社会 的関係 での意味づけや評 価 には用い られて い な い。」 と・
現実の企 業経営 においては付加価値関連経 営指標 があ ま り利 用 されていな いのであ って,た とえ利
川 されてい るとして も付加価値経 営理念が志向 されて いるわけ では ないのである。 そ して この こと
は,業 績評価,成 果配分,さ らには経 営計画 とい う付 加価値会計 の 目白勺を取 り上げて検討 した とき
の結論 と同 じな のである。
それでは,こ れ らの経 営指標 は,付 加価値経営理念 も含 めて,ど の よ うな企業R的 を志 向 してい
るのであろ うか。企業生産性 専門委員会は,21個の経営指標 を分類 し,そ れ らが追 求す る目的 の も
　
とにつ ぎのよ うに示 してい る。
「収益性(売 上高利益率,市 場 占:有率,総 資本利 益率,限 界利 益率,製 品 ・商品 回転率,売 上高
伸 び率,売 上高達成率。使用頻度 の高 い もの順,以 下 同 じ)
付加価値生産性(イ可亀加価値 労働分配率,・労働装備率.付 加価値 率)
流動性 ・安全性(流 動 比率,自 己資本比率,固 定 比率)
成 長性(売 上高伸 び率,売 ⊥高達成率,研 究開発費率)
成果配分 ・人件費経済性 志向指標 .(付加価値づナ働分配率,直 間 比率,人 件 費比率,付 加価 値率,
賃金水準)
原価経済性(労 働装備 率,限 界利益率,設 備稼動率,資 材 回転 率,人 件 費比率,研 究開発費率)
対 社会 関係指標(公 害設備投資比率,災 害発生度数率)」
こ うした分類 か ら,企 業生産性専門委員会 は,企 業 の 目的体 系 をつ.ぎの よ うに推論 す るのであ る。
「企業 は売上収益性ない し運動収益1生を最重要視 し,流 動性 ・安全性 を配慮 しつつ,企 業内資源配
分 の最適化 をはか り,一 方において原価 の経 済性 と,他 方 にお いて付加獅値生産性 を高め ることに
　
よって企業成長 を達成 しよ うとす る」 と。 そ して結論的 に,収 益性 だけではな く他 の 目的 をも包含
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したかたちで体系づけ られね ばな らない と して,つ ぎのよ うに指摘 す るのであ る。r企 業の 日的体
系は単 に収益性 を基 点 と して体系 づけ ることはできず,資 源の効 率的利用,社 会責任,能 力開発,
製品改善,原 価 引下 げな どの諸 目的 を包摂 したr経 済的 業績』 と して体 系つげ る必要があ るといえ
　
よ う。」 と。
このよ うな企 業生産性 専門委員会 の論述 か ら明 らか1こな るのは,収 益性追 求の観 点だけか ら企業
目的 を説 明す ることが不 可能 であ るの と同様 に,現 実 の企業経営 においては付加価値経 営理 念が あ
まり吉向 されていな い とい うことであ る。確 かに,付 加価値関連経営指標は利用 されてお り,そ の
意味 にお いて付加価値経営理念 が企 業経営 において追求 され ていると解釈す ることが可能 であ る。
しか しな が ら,そ の ことが付加価値 経営理念 の企業経営 にた いする支配性 を意味 してい るわけでは
ない・ 企業生産性専門委員会 の実態 調査 の結果 か ら帰納 的 に推 論 され る企業 日的 にお いては,付 加
価値経営理念は あ くまで も限定 された位 置 しか与 えられ ていな いのであ る。付加価値関連経営 指標
の総合 的な利用 実態 か らみ るな らば,付 加価値経営 理念 が実際 に企業経 営にお いて占めている重 要
性はけ っ して大 き くはな いの であ る。付 加価値経営理念 の、ヒにのみ付加価 値会計が立脚 し,企 業 目
的 を追 求す る うえで.それが確 固 と して大 きな役割 を担 って いる,と 理解す ることは妥 当でな い。企
業 目的の体系 のなか で付加価値経 営理念 の占めてい る位 置を正 し'く把握 し,そ れ と結 びついてい る
付加価値会計 の存在 を正 しく認識す べきであ ろ う。
注(D関 西生産性本部 ・付 加価値経常実態調査委員会 『わが国企業 の付加価値経営一 現状 と今後ク)方向 』
関西生産性本部,昭 和56年 。
(2)採取 ・製 造業部門 と非製造 業(サ ー ビス業)部 門 とによる区分 だけではな く,資 本集約度 の高低 による
区分に も基づいて集計 が行われてい る。 またそれぞれ会社の実数 と百分比 とが示 されてい る。本稿では,
採取 ・製造部門 と非製造業(サ ー ビス業)部 門 とによる区分に より百分比で集計 した もののみを示す こと
にする。
(3)関西生産性本 部 ・付加価値経 営実態調 査委員 会 『わが国企業の付 加価値経営 一一〕JLt状と今後の方向一一 ・・』
57ペー ジ。
(4)同書,56～57ペー ジ。
㈲ 中原章吉稿 「わが国企業 と付 加価値情 報」,青木侑 ・小川 洌 ・山」二連人絹r企 業付 加価値会計』有斐閣,
ll召和56年,266Ae一一・ジ。
(6)中原章吉著 『企業付加価値会計論』中央経 済礼,昭 和54年,146ペー ジ、,
(7)同書,144ペー ジ。
⑧ 関西生産性本部 ・付 加価値経 営実態調査委員会 『わが国企業の付加価値経 嘗一一一現状 と今後の方向一 …』
68ペー ジ。
(9)同書,72ペー ジ。
⑩ しか しなが ら,実 態調査 委員会 が述べ ているよ うに,「付加価値 関係の指標,つ まり 『付 加価値生産セi三』
や 『労働 分配率』の利用は,『 現状』 で も案外 多 く,さ らに 『今後 』におけ る両指標が,… …著 しく高 く
な ってい ることは,極 めて興味深 い。」(同書,72ペー ジ)こ と も確かであ ると思われる。
(11)中原章吉稿 「わが国.企業'と付加価征セ情報」267ペー ジ。
⑫ 関西生産性本部 ・付加価値経 営実態調査委員会rわ が国企業の付 加価値経営一 一現状 と今後 の方向一一 』・
46・ 一一一 経 営 君命.集 一 一
83ペー ジ。
⑬ 日本会計研究学会 ・付加 、1　値 会計特別委員 会 「第3畔 艮告」(iliu和51年5月)・青オく脩 ・後藤 朝 」汕
上達人絹 『付加価値会計』中央経済社,昭 和52年,331ペー ジ。
αの,⑮ 同報告,3乞9ペー ジ。
⑯,⑳ 同報告,327ペー ジ。
⑱,働 関西生産性本部 ・付 加価値経営実態調査委員会 『わが国企 業の付加価値経営一 一現状 と今後の方向
一一 』88ペー ジ。
⑳ しか しなが ら,労 働分配率 と付加価値 率の利用が増 加の傾 向にあ ることは確か であ る・ また 中原章吉教
授 に よれば,付 加価値会計 を採用 する会社の趨勢 と,要 員計 画における付加価値の利用の趨勢 とが類以 し
てお り,「ここに要員計画 と付加価値 会計の関連性を認 めざるをえな い。」(中原章 吉稿 「わが国企業 と付
加価値 情報」274ぺニ ジ)と い う。そ して,「要員計画の設 定に付 加価値 を利用す るkあ た って・労働所得
分配率が重視 されている 。」(同稿,274ペー ジ)の であ り,「付加価値計算は要員計 画策定 にあた って6割
余の会社 に よって利用 されているとい う結果が出てい るのであ る。」(中 原章吉著 『企業付加価値会計論』
237ペー ジ)と い う。 この結 論は実態調査委 員会の それとは異な っている。
⑳ 日本生産性 本部生産性研究所 ・企業生産 性専門委員会r生 産性研究の現代的課題 ・製造 業におけ る経営
指標 の活用 実態 』 日本生産性 本部生産研究所,昭 和51年。
⑳ つぎの17の活 動領域 であ る。
1.総合経営計画活動2.情 報処理活 動3.財 務管理活動4,人 的組織活動5.研 究開発活動6.
対消費者関係活動7.'対 地域社会関係活 動8.購 買取 引活動9.資 材の物流活動10.製 造活動11.
生産管理活動12.検 査活動13.設 備管理活動14.環 境 ・安全管理活動15・ 販売取 引活動16・ 広
告宣伝 ・販売促進活動17.物 流活 動
㈱,⑭ 日本生産性本部生産性研究所 ・企業生産性専門委員会r生 産性研究の現代的課題 ・製造業 における
経営指標の活用実態』58ペー ジ。
⑳ 同書,59ペー ジ。
㈱ 同書,60～61ペ 一ー・一ジ。 これら以外 に設備投 資率(=設 備投資額/売 上高)1社 ・.設備投資効率(二 当
期設備投資額/売 上高増加額)1社,手 元流動性(;現 ・預金 十 短期有価 証券/売 上高)1社 な どの資本
回転率の逆数 も示 されているが,意 味 しよ うとする内容が資本 回転率 とは若干異なる と思われるので,こ
こでは一応除外 してお く。
㈲ 製 品 ・商品回転率 と資材回転率は,資 本 回転率の一種 であ るので,第 二種付加価値 関連経営指標 に含め
て よいか もしれないが,付 加価値経営理念 への志向性か ら考 えてここでは一応除外 してお く。
㈱ 日本生産性本部生産性研究所 ・企業生産性 専門委員会 『生産性研 究の現代的課題 ・製造業 におけ る経営
指標の活用 実態』13～14ペー ジ。
㈲ 日本生産性本部生産性研究所 ・奪業生産専門委員会r企業における生塵性分析の方法』日杢生産性本部
生 産 性 研 究 所,昭 和52年,76～J77ペ ー ジ。
㈹,⑳ 同 書,77ペ ー ジ。
5.む す び
付加価値会計においては,付加価値経営理念が論理展開の起点とされ,付加価値の意義 もそこに
求められている。したが って,付加価値経営理念㊧妥当性が付加価値会計の存在意義を規定してい
るのである。そして一般に,付加価値経営理念の現実妥当性が主張され,それに立脚して付加価値
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会計が論 じられて いるの である。本稿 の課題 は,こ うした従来 から・一般 にいわ れてい る付加価 値経
営理念 と付 加価値会計 との結 びつきについて検 討 した うえで,一 般 にいわ れている付加価値経 宮理
念か ら離れて も付加 価値会計が存立 しうる可能性 を明 らかにす ることであ った。'本稿は,付 加価値
経営理念 と付加価 値会 計 との関係 についての一般的 見解 にたい して,疑 問 を提起 しよ うとしたので
ある。
第2節 においては,付 加価値 経営理念 に}築け る代表的 な学説 を取 り一上げ,そ れ らを概観 した。 そ
こ.で広範 にみ られたのは,勿 論見解 や重点 の赴き方 に多少 の相違 はあ るに して も,企 業の社会醐 生
路を重視 しまた経営 共同体的 に企業 を把握 し,そ こか ら付加価値 の有用性 を導 き出す とい う展開 で
あった・ また これ とは反対 に,徹 底 的 に利潤 追求 の観点 か ら付加価値 の意 義づけ を行 って いる藻利
重隆教授 の見解 もあ った。藻利教授 の 見解は,一 般 にいわれ る付加価値経 営理 念か ら離れて も付 加
価値会計 が存立 しうる ことを意味 して いるとい えよ う。 しか しなが ら,現 在一一般的 な見解 と して認
められている付加価値経営理念 は,企 業の社 会的1主格 を重視 し経営共 同体的 に企 業 を把握 す る'もの
なのである。
第3節 にお いては,い くつかの付 加価値関連等式 を利 用 して,付 加価値関連経営 指標 の範 囲 を限
定 し,付 加価値関連経 営指標 と収 益性 との結 びつ きを明 らか に した。付 加価値経 営理念 を実 現す る
ためには,当 然の ことなが ら,付 加価値 関連経 営指標 が利用 されな ければな らない。 ところが,い
くつかの付加価値関連等式 を通 してみ ると,付 加価値関連経 営指標は 一部 を除 いて収益性 とも結 び
つきうることが理解 され るのであ る。付 加価値 関連経営指標 それ 自体は,付 加価値経営理念 の実現
にたい して も収益性 の追求 にたい して も貢 献 しうるのであ って,付 加価値関連経営指標 の利用 は必
ずしも付加価値経営理念 の追 求 を意味 していないのであ る。
第4節 においては,付 加価値関連経営指標 の利 用実態 をみてい った結果,付 加価値会計 が現実 に
は付加価値経 営理念 の実現 を志向 してい るわけではない と結論 づ けられた,,付加価値経営理念 を実
現するため には,そ の実現 を企図 する,付 加価値会 計のい くつかの代 表的な利用 日的のなか で,付
加価値関連経営指標 が積極的 に利 用 されなければな らないであろ う。 ところが,そ うした利用 日的
においてす ら,付 加 価値経営理念 を実現 す るために付 加価値会 計が利川 されて いるとは解釈 できな
いのであ る。 また,付 加価値経 営理念 が企業経営 を支配 してい るのであ るな らば,付 加 価値関連経
営指標 が経 営計画やその他 の諸活動全体 にお いて現実 に広範 に利用 されていなければな らな いであ
ろう。 しか し,そ れ らにおけ る利 用実態 をみ ると,企 業経営 にたいす る付加価値経 営理念 の支1配性
について も疑 問が もたれ るのであ る。現実 の企業経営 において付加価値経 営理念 が支配的地位 を占
め,そ の付加価値経 営理念 の実現 にたい して付加価値 会計が大 き く貢 献 してい る,と は理解 す るこ
とがで きないのであ る。
以上 のよ うにみて くる と,付 加価値経営理念 と付 加価値会計 との結びつ きにつ いて,一 ・定の結論
48一 一 経 営 論 集 一一
を導き出すことができるのである。一般に,企業の社会性を重視 し経営共同体的に企業を把握する
付加価値経営理念が,現実に妥当するものであり,企業経営においても支配的地位を与えられると
主張される。そして論理的には,付加価値関連経営指標壱よ付加価値経営理念を志向しているもので
あり,付加価値経営理念を実現するためには付加価値関連経営指標が利用されることになる。とこ
ろが,現実の企業経営において付加価値経営理念が占めている意義は決して大きくはないし,また
付加価値関連経営指標の利用実態をみると,付加価値関連経営指標がそうした付加価値経営理念の
実現を志向しているとは思われないである。さらに,付加価値関連経営指標され自体についても,
一部を除いて,付加緬値経営理念と結びつく必然性は存在しないのである。したがって,付加価値
くの
会計は付加価値経営理念と結びつ くことなしに存立 しうるのである。
現在一般の付加価値会計論においては,・付加価値会計が付加価値経営理念と結びつけて論 じられ
ている。 もし付加価値会計が付加価値経営理念と結びつ くことなしには存立しえないのであるなら
ば,付加価値経営理念にたいする批判は,そのまま直接的に付加価値会計それ自体の否定へと至る
のである。付加価値会計は付加価値経営理念に根拠づけられているからである。しかし,付加価値
経営理念と付加価値会計との間にそうした結びつきが存在しないならば,付加価値経営理念にたい
する批判は,付加価値会計の否定を必ずしも意味していないのである。本稿は,付加価値経営理念
から離れても付加価値会計が存立しうる可能性を示すことによって,そ うした批判から付加価値会
計を擁護し,付加価値会計を一層発展させることを企図している。付加価値経営理念にたいする批
判によって付加価値会計の発展が妨げられてはならないのであるα
付加価値経営理念にたいしては,企業目的論において利益最大化目標が否定されたのと同様の検
討がくわえられなければならない。企業経営は付加価値経営理念だけによって導かれているわけで
はないのである。 また反対に,前節でみたように,現実に利用されている経営指標から帰納的に推
論される企業目的の体系において,付加価値経営理念がまったく除外されているわけでもない。企
業口的が多元的であることを認識 したうえで,企業目的の体系のなかで付加価値経営理念を正しく
位置つげることこそ重要であると考えられる。それを踏まえて,付加価値経営理念を実現するため
の会計的手段として,企業会計の枠内で正当な位置を確保するように付加価値会計を構築しなけれ
ばならないであろう。そうした作業を経ないで付加価値経営理念を性急かつ声高に主張することは,
その意図とは反対に,付加価値会計が省みられなくなる恐れをもたらすであろう。
また付 加価値 関連 経膏指標 され 自体 について 星,,現状 を安易 に容 認 して しまった り閉鎖的 に体系
を完結させてしまっては,今後の発展が期待できないであろう。・経営指標の体系のなかで付加価値
関連経営指標を正しく位置づけ,また経営指標体系についても一層研究を蓄積することが必要とさ
れる。日本蛋産性本部生産性研究所 ・企業生産性専門委員会は,製造業における経営指標の活用実
態に関する調査結果は 「経営指標体系を 『経営情報システムの計数的な核』として理解することが
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重要 であ ることを示唆 しているといえよ う。」 と してい る。 そ してつ ぎの よ うな諸点について,研
ゆ
究の積重ねを主張しているのである。
1.活用目的に照応 した経営指標体系の実態の調査
2・分権的管理組織単位(例:事 業部など)の業績評価のための経営指標体系の活用実態の調査
3・経営予算管理の有効性を高め為経営指標体系の実態の調査
4,価 値的 ・物 量的生産性 指標体 系の実態の調査t
5.数 量化 しえない 日的 の実態 の調査 とその指標化(例:企 業 と社会 との コ ミュニケ… シ ョン)
6,環 境変化 をフ ィーバ ックする指標 の因子分折
7.業 種別 の経営指標体系 とその利 用 マニ ュアルの作成
8.経 営指標体 系の学際的研究(例:糸[職 給,意 思決定論,情 報理論,サ イバネ テ ィックス的研
究,コ ンピュー タ ・シ ミュ レー シ ョンな どの貢献)
付加価値会 計 の構撫;k,この よ うな研究 の蓄積 どと もに行 われ るべ きであろ う。現在 のよ うに付
加価値経 営理念 だけ に立脚 して付加価値会計 を論 じる ことについては,付 加価値会計 の一層 の大 き
な発展 を念願 す るがゆ えに疑 問 を感 じざるをえないので あ る。
注(1)付加価値は,国民経済全体にたいする個溺企業の貢献度の測定を目的として,た とえば一国の経済政策
上の決定のための指標として有用であろうと思われる。 また,付加価値経営理念から離れて収益性の追求
のために,付 加価値関連経営指標のうち生産に関連するものは収益性の基盤としての生産性を測定するこ
とを目的として,分配に関連するものは労使関係の安定や労働意欲の向上を目的として利用されても何 ら
不適当であるとは思われない。
(2),(3>日本生産性本部生産性研究所 ・企業生産性専門委員会 『企業における生産性分析の方法』日本生産
性本部生産性研究所,昭和52年,78ペー ジ。
